
 

 

 

 

令和３年度「わかやま高齢者元気応援事業所」の推奨について 
 

  県では、運動機能が低下し支援が必要となった軽度高齢者が再び自立した生活を送れるよう「自立支 

援・重度化防止」に資するケアの理念・手法の普及を推進しています。 

この度、自立支援・重度化防止など維持・改善状況が優良な下記事業所を「わかやま高齢者元気応援 

事業所」として推奨します。 

 

１． わかやま高齢者元気応援事業所 

 

運営法人 事業所名（事業所種別） 事業所所在地 

社会福祉法人紀三福祉会 第二紀三井寺苑デイサービスセンター 

（通所介護） 

和歌山市紀三井寺 754 

医療法人弘仁会 瀬藤病院 

（通所リハビリテーション） 

和歌山市岡山丁 71 

株式会社ともにあゆむ リハビリテーションデイサービス紀のいえ 

（通所介護） 

和歌山市園部 416－11－105 

パナソニックエイジフリー

株式会社 

パナソニックエイジフリーケアセンター和歌山

北島・デイサービス 

（通所介護） 

和歌山市北島 325－25 

社会医療法人黎明会 北出病院 

（介護予防通所リハビリテーション） 

御坊市湯川町財部 728－4 

有限会社フルライフ イクリハ 

（地域密着型通所介護） 

田辺市明洋一丁目 19－13 

社会福祉法人光栄会 栄寿苑デイサービスセンター 

（通所介護） 

紀の川市麻生津中 1279 番地 

医療法人富田会 コスモス苑 

（通所リハビリテーション） 

岩出市紀泉台 2 

医療法人富田会 たんぽぽ苑 

（地域密着型通所介護） 

岩出市西安上 267 

社会福祉法人同仁会 特別養護老人ホームカルフール・ド・ルポ印南 

（通所介護） 

日高郡印南町山口 150－1 

 

２． 推奨期間 

令和４年４月１日～令和５年３月３１日まで 

 

３． 経緯 

・令和３年４月：事業所の募集開始 

・令和３年４月～１月：評価期間（左記期間のうち任意の６か月間） 

・推奨基準は別添のとおり 

 

令和４年４月１日 

資  料  提  供 

担当課 長寿社会課 

担当者 中西 、遠北 

電話（内線） 2522 



令和３年度「わかやま高齢者元気応援事業所」推奨事業実施要綱 

 

（目的） 

第１ 本事業は、介護サービス事業所（以下、「事業所」と言う。）の自立支援・重度化防止に関す 

る取組及びその取組による介護サービス利用者（以下、「利用者」という。）の日常生活動作に関 

する維持・改善状況を評価し、維持・改善状況が優良な事業所を推奨事業所として公表すること 

により、自立支援・重度化防止に向けたサービスの促進と、利用者自身の自立支援・重度化防止 

への取組の機運を高めることを目的とする。 

 

（事業の対象） 

第２ 本事業の対象は、介護保険法（平成９年法律第１２３号）に基づき指定を受けた和歌山県内 

に所在する事業所のうち、次の表の要件を満たす事業所とする。 

 

対象事業所（サービス）種別 加算取得要件 加算取得要件に

係る対象年度 

通所介護 

認知症対応型通所介護 

地域密着型通所介護 

ADL 維持等加算(Ⅰ)、(Ⅱ)、

(Ⅲ)のいずれかを算定 

募集年度及び募

集年度から起算

して過去２年度

のいずれかにお

いて、左記加算を

算定しているこ

と。 

 

介護予防通所リハビリテーション 

総合事業（通所型サービス（従前相当）） 

事業所評価加算を算定 

通所リハビリテーション 移行支援加算又は社会参加

支援加算を算定 

総合事業（通所型サービス C「短期集中」） ― 

 

（参加方法） 

第３ 事業への参加を希望する事業所ごとに、別に定める期間内に参加申込書（様式１）を県に 

提出するものとする。 

 

（欠格条項） 

第４ 前条の規定にかかわらず、次に掲げる事項に該当する者は、本事業に参加することができな 

い。 

（１）参加申込日を基準として、過去１年間に法令に抵触し、又は不適正な運営を行った者 

（２）参加申込日を基準として、過去５年間に不正請求や事件（虐待など）により行政処分又は刑 

  事処分を受けた者 

（３）消費税及び地方消費税、並びに和歌山県税に未納がある者 

 

（事業所の取組の促進） 

第５ 参加申込書を提出した事業所（以下、参加事業所という。）は介護サービスを通じて、利用 

  者の自立支援・重度化防止に取り組むものとする。 

 

 

 

 



（推奨事業所の決定） 

第６ 県は、別紙に定める推奨基準を満たす事業所を「わかやま高齢者元気応援事業所」として推

奨するものとする。 

２ 推奨の有効期間は、事業実施年度の翌年度４月から１年間とする。 

                         

（推奨事業所の広報等） 

第７ 県は、介護保険サービスを通じた自立支援・重度化防止の取組の機運を高めるため、推奨事

業所の協力を得て、広く県民に情報を提供する。 

 

（推奨等の取消） 

第８ 県は、事業者又は推奨事業所が次に掲げる各号のいずれかに該当する場合には、推奨を取り

消すことができる。 

（１）第４条の欠格条項に該当するとき。 

（２）提出された書類等に虚偽の記載があったことが判明したとき。 

（３）その他、推奨の継続が適切でないと判断されるとき。 

 

（定めのない事項） 

第９ この要綱に定めのない事項については、その都度、別に定める。 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙 

 

推奨基準（第６条関係） 

 
  参加事業所は募集年度の４月から１月末までの任意の６か月間（以下、「評価期間」という。）に

おいて、利用者全ての評価開始月と６か月後のＡＤＬの状態を様式２「推奨基準確認表」により
評価（100 満点）する。 

  評価期間中の利用者が下記（表１）に掲げる人数以上であるとともに、６か月目に測定したＡ
ＤＬ値から、評価開始月に測定したＡＤＬ値を控除して得た値に、下記（表２）に掲げる値を加算
し、利用者すべての得点を計算。利用者を得点の高い順に並べ、上位、下位１割の者を除いた上で
得点を合算し、平均して得た値が１以上の場合に推奨事業所とする。 

 

   （表１） 

対象事業所（サービス）種別 評価期間中の利用者数 

通所介護 

認知症対応型通所介護 

地域密着型通所介護 

１０人以上 

介護予防通所リハビリテーション 

総合事業（通所型サービス（従前相当）） 

１０人以上 

通所リハビリテーション １０人以上 

総合事業（通所型サービス C「短期集中」 ５人以上 

 

   （表２） 

  評価開始時の ADL 値 加算値 

１ ２以外の者  

ＡＤＬ値が０以上 25 以下 1 

ＡＤＬ値が 30 以上 50 以下 1 

ＡＤＬ値が 55 以上 75 以下 2 

ＡＤＬ値が 80 以上 100 以下 3 

２ 評価対象利用開始月にお

いて、初回の要介護認定があ

った月から起算して 12 月以

内である者 

ＡＤＬ値が０以上 25 以下 0 

ＡＤＬ値が 30 以上 50 以下 0 

ＡＤＬ値が 55 以上 75 以下 1 

ＡＤＬ値が 80 以上 100 以下 2 

 

  

（評価イメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

認定状況 評価開始月ADL値 ６か月後ADL値
ADL利得
（A）

表2の加算値
（B）

調整済ADL利得
上位、下位１
割除外

1 50 → 65 15 1 16 ー
2 80 → 90 10 3 13 13
3 12か月以内 70 → 70 0 1 1 1
4 70 → 70 0 2 2 2
5 70 → 70 0 2 2 2
6 70 → 70 0 2 2 2
7 80 → 70 -10 3 -7 -7
8 60 → 50 -10 2 -8 ー
9 12か月以内 45 → 50 5 0 5 5
10 45 → 50 5 1 6 6

平均 3



 

令和３年度「わかやま高齢者元気応援事業所」推奨事業 

 参  加  申  込  書  
 

法人名  

代表者名  

住所  

電話番号  

 
  「わかやま高齢者元気応援事業所」推奨事業に参加したいので、以下のとおり参加申込書を提

出します。 

    なお、当事業所及び運営する法人は、実施要綱第４条に定める欠格条項には該当しません。 

1  事業所名等 

事業所名 
 

所在地 〒 

事業所番号  

担当者名 役職等            氏名 

連絡先 

電話番号         (      ) 

ＦＡＸ番号        (     ) 

電子メール                   @ 

事業所（サービス）

種別 

（該当するものにチェック） 

□通所介護               □認知症対応型通所介護 

□地域密着型通所介護 

□介護予防通リハビリテーション     □通所リハビリテーション 

□総合事業（通所型サービス（従前相当））□総合事業（通所型サービス C） 

２ 事業所の利用状況 

一月あたりの利用者数

（前年 1２月の状況） 
利用定員     人 実人数     人 延人数     人 

３ 算定している加算種別について（該当するものにチェックしてください） 

□ADL 維持等加算（Ⅰ）  □ADL 維持等加算（Ⅱ）  □ADL 維持等加算（Ⅲ） 

□事業所評価加算      □移行支援加算         □社会参加支援加算 

４ 事業所の特徴やセールスポイント等（自立支援・重度化防止を目指した機能訓練メニュー、

利用者の主体性向上やスタッフの意識向上への工夫等） ※別紙添付も可です。 

 

 

 

 

 

 

 

様式１ 



 

 

様式２　

　①年齢 （　　　　　　歳） ④要介護認定の時期（　　　年　　月）
　②性別 （　男　・　女　）
　③要介護度　　　　　　（　　　　　　　　）

項目
（１０項目）

点数
（１００点満点）

判定基準
評価開始時
（A）

評価期間終了後
（B）

実施要項別紙（第
６条関係）推奨基
準（表2）による加
算値（C）

評価点数
（B）－（A）＋（C）

改善状況等

10点
自立、手の届くところに食べ物を置けば、トレイあるいはテーブ
ルから一人で接触可能、必要なら介護器具をつけることがで
き、適切な時間内に食事が終わる

５点 部分介助（たとえば、おかずを切って細かくしてもらう）

０点 全介助

15点 自立、ブレーキ、フットレストの操作も含む（非行自立も含む）

10点 軽度の部分介助または監視を要する

５点 座ることはできるが、移動は全介助

０点 全介助

５点 自立（洗面、歯磨き、整髪、ひげそり）

０点 全介助

10点 自立（衣服の操作、後始末を含む､ポータブル便器などを使用

５点 部分介助、体を支えたり、トイレットペーパーを用いることに介助

０点 全介助

５点 自立（浴槽につかる、シャワーを使う）

０点 全介助

15点
自立、45ｍ以上の平地歩行可、補装具（車椅子、歩行器は除
く）の使用の有

10点 介助や監視が必要であれば、45ｍ平地歩行可

５点
歩行不能の場合、車椅子をうまく操作し、少なくとも45ｍは移動
できる

０点 全介助

10点 自立、手すり、杖などの使用はかまわない

５点 介助または監視を要する

０点 全介助

10点 自立、靴、ファスナー、装具の着脱含む

５点
部分介助を要するが、少なくとも半分以上は自分でできる。適
切な時間内にできる

０点 全介助

10点 失禁なし、浣腸、座薬の取り扱いにも可能

５点 時に失禁あり、浣腸、座薬の取り扱いに介助を要する

０点 全介助

10点 失禁なし

５点 時に失禁あり、収尿器の取り扱いに介助を要する場合も含む

０点 全介助

評価対象者基本情報

推奨基準確認表

総得点 0 0 0 0

階段昇降

着替え

排便

排尿

食事

移乗

整容

トイレ動作

入浴

歩行


